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令和６年度 第１回上川北部区域地域医療構想調整会議 議事概要

１ 日時 令和６年７月２３日（火） 18:30～19:50

２ 場所 名寄市総合福祉センター 多目的ホール

３ 内容（発言内容は要約しています）

進行：名寄保健所 弓野次長

議長：上川北部医師会 和泉会長

議事１ 地域医療構想等について

北海道保健福祉部 ［資料１］

地域医療課 地域医療構想は、中長期的な人口構造や地域の医療ニーズの質・量の変化を見据え、

今谷 地域医療係長 医療機関の機能分化・連携を進め、良質かつ適切な医療を効率的に提供できる体制の

確保を目的とするものとなっており、都道府県において地域医療構想を策定し、各医

療機関から病床機能報告により現状や今後の方向性について報告をいただき、地域医

療構想調整会議において協議を実施するという流れで、地域の皆さまに議論を進めて

いただくもの。

（スライドＰ３）

日本の総人口の将来推計となっており、日本の総人口は２０１０年を境に減少が続

く推計となる。

（スライドＰ４）

生産年齢人口と高齢者人口の推移・構成割合をグラフにしたもの。

今後の人口減少や高齢化率の上昇から、国における今後の方向性としては、社会保

障の持続性を確保する観点から、引き続き、女性や高齢者の就労促進を進めるととも

に、全世代型社会保障を構築する観点からの改革に取り組むことが必要とされている。

（スライドＰ５～Ｐ７）

Ｐ５～Ｐ６の８番目の根室までは、２０５０年時点において、生産年齢人口が６５

歳以上人口を上回っている区域となっている。

南渡島から最後の釧路区域までは、同じく２０５０年時点において、生産年齢人口

が６５歳以上人口を下回っている区域となっており、区域ごとに異なる人口推計だけ

を見ても、区域の状況に応じた医療提供体制を構築する必要があると考えられる。

（スライドＰ９）

国においては、現行の地域医療構想の進め方に併せて、新たな地域医療構想に関す

る検討も進められている。

現行の構想については、令和６年３月２８日付けで、国の新たな支援策であるモデ

ル推進区域等の選定や、従来からある重点支援区域、再編検討区域の活用など、取組

の推進については、厚生労働省医政局長から通知があった。

（スライドＰ１０）

国の新たな取組であるモデル推進区域等についてのまとめ。道府県あたり１～２カ

所の推進区域、そのうち全国に１０～２０カ所程度のモデル推進区域を設定し、国に

よる積極的な支援が実施されることとなっている。
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（スライドＰ１３）

重点支援区域は、道内で２カ所。南空知・南檜山区域が選定されており、複数医療

機関の再編統合事例を対象として、データ分析や議論の歳の資料作成支援が受けられ

ることとなっており、今回新たな制度として作られたモデル推進区域では、重点支援

区域に加え、都道府県コンシェルジュの設置、構想区域内の課題把握等、より手厚い

技術的支援が受けられることとなっている。

（スライドＰ１４）

地域医療構想を達成するための一つの選択肢としての法人の認定制度となるが、法

人内での貸し付け等ができないという条件はあるが、個人病院が参加できるよう制度

改正された。

（スライドＰ１５）

新たな地域医療構想についての検討状況等については、国では、２０４０年頃を見

据え、医療介護の複合ニーズを抱える８５歳以上人口の増大等に対応できるよう、病

院のみならず、かかりつけ医機能や在宅医療、医療・介護連携等を含め、地域の医療

提供体制全体の地域医療構想として検討予定とされているところであり、資料にある

現状や主な課題を踏まえた主な検討事項について検討される予定。

（スライドＰ１７）

新たな地域医療構想については、今年の年末に最終とりまとめが行われ、令和７年

度にガイドラインの発出があり、それを受け道では、令和８年度に新たな地域医療構

想の策定、令和９年度以降新たな取組を行うというスケジュールとなっている。

（スライドＰ２３）

基本的な考え方として、地域医療構想の目的は、今後、人口構造の変化による影響

や、各地域の実情などを踏まえつつ、限られた資源を有効活用しながら、必要な機能

を現実的に検討し、具体的な取組を進めていくことである。

地域医療構想で示す病床数の必要量等の推計値は、一つの参考値として重要ではあ

るが、絶対的な数値ではないとの認識を共有したい。

（スライドＰ２４）

毎年度作成しており、新たな取組や国の取組に応じた時点更新を行っているところ。

２０２４年度の取組方針としては、前年度と大きな変更はないが、重点課題への対

応の検討や、国の新たな取組であるモデル推進区域等への対応を行うこととしている。

また、構想区域の見直しについても、順次進めていくこととしている。

今後のスケジュールは、P２６に記載しているとおり。

（スライドＰ２８～３２）

道内での重点支援区域や、先進事例である地域医療連携推進法人の取組事例の紹介。

（スライドＰ３３）

道では、地域での議論に必要なデータの分析を行っており、地域医療構想の話し合

いに資する分析結果を提供させていただいている。より効果的なデータ分析が行える

よう、今後も運営協議会等において検討を進めているため、紹介させていただく。

（スライドＰ３８）
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当課においては、７月１７日に医療機関等の皆さまへの希望調査を発出しており、

以降、記載のスケジュールにより事務を取り進める予定。

令和６年度の補助事業は、単価変更等はあるが、大きな内容変更はない。

皆さまにおかれては、人口減など状況の変化に応じた、適切な地域医療提供体制の

構築に向け、引き続き、地域での意見交換をお願いしたい。

和泉議長 皆様から御意見・御質問があれば発言をお願いする。

名寄市立大学 モデル推進区域について説明があったが、モデル推進区域は決まっているか。

塚原委員

北海道保健福祉部地 現在、国において選定中となっている。

域医療課

今谷 地域医療係長

議事２ 医師の働き方改革について

北海道保健福祉部 [資料２]

地域医療課 （スライドＰ２）

長野主査 説明の前に、特例労務管理対象機関の指定の流れについて、改めて説明する。

やむを得ず長時間労働を行い、要件を満たす医師がいる場合、医療機関において「医

師の労働時間を短縮していくために医療機関内で取り組む事項について、ＰＤＣＡサ

イクルによる労働時間短縮の取組を進めていくため」の計画である「時短計画」を作

成し、その内容について、医療機関勤務環境評価センターおいて、医療機関の労務管

理・健康確保の体制を評価・確認され、一定の評価を得た上で、申請書類とともに道

に指定申請を行う。

申請を受けた道は、地域医療提供体制や医師確保の方針との整合性等を確認するた

め、 管轄する地域医療調整会議での確認、医療対策協議会での確認を経て、医療審

議会での 意見聴取を行い、申請医療機関を特定労務管理対象機関として指定すると

いう流れ。

地域医療構想調整会議においては、「地域の医療提供体制の構築方針と整合的であ

る こと」、「地域の医療提供体制全体としても医師の長時間労働を前提とせざるを得

ないこと」について、確認いただくこととしている。

（スライドＰ４）

１５医療機関１９件の指定となっており、件数の内訳は、Ｂ水準１５件、連携Ｂ水

準２件、Ｃ－１水準４件、二次医療圏別の内訳は表に記載のとおりとなっている。各

水準の内容と、指定された医療機関名はご覧のとおり。指定医療機関名と指定内容、

時短計画の評価結果については、道のホームページでも公表している。

（スライドＰ７）

今年度の指定スケジュールは、昨年同様に４回設定。第１回は４月末受付で６月下

旬頃指定、第２回は６月末受付で８月下旬頃指定、第３回は９月末受付で１２月下旬

頃指定、第４回は１２月末受付で２月下旬頃指定。会議の開催の都合があるため、指

定時期は若干の前後があるのでご承知おきいただきたい。

申請は道に直接行われることから、圏域の調整会議の事務局には申請があった旨の
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情報提供を、開催依頼に先立ち行うこととしている。

（スライドＰ９）

「（１）正式な時短計画を定めた場合」は、特例水準の指定を受けた後、遅滞なく、

正式な時短計画を定め、当該計画に基づき医師の労働時間の短縮のための取組を進め

ることとされており、正式な時短計画を定めた場合は、時短計画の計画期間の始期以

降、概ね２週間以内を目安に道（地域医療課）へ提出が必要。

「（２）見直しの結果、時短計画を変更する場合」は、時短計画の計画期間の始期

から１年ごとに、時短計画の見直しのための検討を行い、時短計画を変更する際には、

道へ提出が必要。

「（３）見直しの結果、時短計画を変更しない場合」についても同様。

「（４）災害等やむを得ない事由により継続した休息時間の確保が難しい場合」は、

特定労務管理対象機関は、特定対象医師に継続した休息時間を確保する必要があるが、

例外的な取扱いとして、災害その他避けることのできない事由によって臨時の必要が

ある場合には、知事の許可を受けて、必要な限度で休息時間の確保を行わないことが

できる。

「（５）特例水準の指定根拠となる業務を変更しようとする場合」は、評価センタ

ーの受審など、指定に係る手続きと基本的に同様の申請が必要。

（スライドＰ１０）

医師の働き方の制度やＦＡＱについては、厚生労働省の「いきサポ」、特例水準の

指定手続きについては、道地域医療課のサイト、労務管理や医師の働き方改革に関す

る相談については、北海道医療勤務環境改善支援センターへ。

今回説明した特例水準の指定に限らず、労務管理等に関して、御不明な点やお困り

のことがあったら、勤改センターまでご連絡いただければと思う。

和泉議長 皆様から御意見・御質問があれば発言をお願いする。

（質疑応答なし）

議事３ 医療MaaSについて

北海道保健福祉部地 医療MaaSについて。

域医療課 医療MaaSとは、「オンライン診療システムや医療機器を搭載した自動車」に

今谷 地域医療係長 よりオンライン診療などを行う取組のことであり、近年、全国的に取組が行わ

れ始めているほか、道内では、網走市において、令和５年１２月より、道内初

の医療MaaSの実証事業が始められたところ。

道では、本年２月、ソフトバンクと包括連携協定を締結し、デジタル技術を

活用して地域の保健医療福祉の推進に向けた取組を進めることとしたところで

あり、医療MaaSについても、広域な本道の特性や今後の高齢化の進展を踏まえ

ると、地域医療の確保を進めるための新たな選択肢の一つとして効果的な取組

であると考えている。

今回、ソフトバンクの関連会社である「モネ テクノロジーズ」様にお越し

いただき、医療MaaSの取組の内容、道内・他県における導入事例などについて

ご紹介いただくこととした。
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モネテクノロジーズ ［資料３］

（株）MaaS推進部 １ 会社概要（スライドＰ１～Ｐ７）

推進２課 廣原氏 オンデマンドモビリティサービス、データ解析サービス、Autono-Mass事業の３つ

の柱を掲げて、ソフトバンクとトヨタで連携をして行っている。

弊社では、数年後、自動運転の時代がくると考えているが、今は運転手を乗せた住

民の皆様にサービスを提供している。

今後は自動運転で勝手に住民の皆様に元へ行きサービスを提供していくといったビ

ジョンを描いている。既に東京オリンピックの選手村と上士幌町での実証実験を行う

など自動運転が拡がりつつある。。

（Ｐ７）２０１９年度から、全国、７５の自治体にサービスを提供しており、北海

道では、安平町であったり、医療MaaSを網走市で導入していただいている。

また、医療MaaSの他に移動式市役所と呼ばれる、行政MaaSでマイナンバーの発行

手続きを地域へ出向き行うなどの取組を行い、三笠市では昨年、行政MaaSを導入して

いる。

医療MaaSは、現在１５の自治体で導入、今年度は２０以上の自治体で取組予定

（P７）

２ 医療MaaSについて（スライドＰ８～Ｐ２１）

北海道において高齢化がすすんでいること、地域の公共交通が廃止されたり、病院

に通院したくても通院できない患者さまが今後増えてくることが想定される。

また、行政としては、高齢者の免許返納や今後、高齢化が進む中で、外出でき

ない高齢者が増えることが予想される。

現在、各地域で高齢化が進み７０歳以上で構成されている世帯は全国で２１％に及

んでいる状況となっており、非常に高齢化が進んでいる状況。

医療機関の観点からみても在宅診療の負担、医師も含めて負担が増えている。

外来診療の合間をぬって患者様の自宅に訪問診療するなど、限られた医療リ

ソースを更に最適化して、医師不足という課題にに向き合っていかなければな

らない。（１１P）

地域医療の課題としては、高齢者の通院負担、それに伴う患者家族の送迎負

担も大きな課題と捉えている。また、医療機関の時間確保限りある医療リソー

スを最適化して、もれなく全ての住民の皆さまに医療サービスを提供していく

のが地域医療の果たすべき役割と捉えている。

そこで、医療MaaSということで、モビリティとオンライン診療を掛け合わせ

て、オンライン診療を行っていく、一つの地域医療を最適に近づける選択肢の

一つとして提案したい。

医療MaaSモデルは、医療MaaSの車両に看護師に乗っていただき、患者の元に

出向き、患者さまの自宅前で医師とオンラインにつなぐことでオンライン診療

を行うことが一般的な枠組みとなるが、必ずしもオンライン診療を行うことが、

ゴールとは考えておらず、一つの選択肢として考えている。看護師が車両に乗

るだけではなく、医師に車両に乗っていただいて公民館で巡回診療を行うこと
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や、保健師に乗っていただいて各種検査を行うモデルも一つの医療MaaSの役割

と考えている。

医療MaaSのモデルとしては、１つは医療モビリティを呼ぶモデルということ

で、看護師に車両にのっていただく、2つ目は、医師に乗っていただき公民館な

どで集団で巡回診療を行うモデル、3つめは検査のモビリティということで、検

査技師に乗っていただき公共施設で検査を行うパターンがある。

オンライン診療の一般的な流れとしては、医師がオンライン診療の患者を選

定することが主要と考える、慢性疾患を抱え、定期通院で処方を受ける、慢性

疾患患者を選定し、例えば、毎週通院しているのを1回オンラインにしてみるか

ら始まる。

オンライン診療併用のメリットとしては、通院負担を軽減し、継続した通院

につながる

オンライン診療につながることにより継続的な治療ができることや医師の皆

様が出向くのではなく看護師に乗っていただくことで医師の移動時間歩削減に

つながること、オンライン診療を組み合わせ回数の調整ができることが考えら

れる。（Ｐ２０）

訪問診療は移動時間がかかる 医師の拘束時間は約60分医療MaaSによる外来

の合間のオンライン診療ということで、一人の患者に対し15分ということで40

分の時間削減が可能になる（Ｐ２１）

３ 網走市の医療MaaSの取組について（Ｐ２２～Ｐ３０）

網走市については他の医療MaaS導入自治体と同様に交通課題を抱え、医師不

足や高齢化が顕著に進んでいるという実情があり、そのようなことをトータル

に判断し、網走厚生病院及び網走市にご尽力いただき、昨年12月に医療MaaSの

車両を購入いただき実証実験を行った。

あくまでも一つの選択肢として地域医療の課題を解決することであり、全て

の地域医療の課題を医療MaaSで解決できるとは思ってはいない。

網走市での医療MaaSの事業概要は、看護師に車両（医療モビリティ）にのっ

ていただき、患者の家に出向き診療を実施。

搭載医療機器は血圧計やAED、心電図、遠隔聴診器などバイタルチェックでき

るものを搭載している。今後も医療メーカーともより高度なものを乗せれるよ

うすすめているところ。長野県伊那市では妊産婦検診のエコーも搭載し、妊婦

検診もできるようにしている。オンライン診療はiPadを使用しオンライン診療

を行う

令和5年度の実証実験の結果としては、最高齢85歳、平均73歳の患者に対し、

実際に診療を実施。厚生病院だけではなく、地域のかかりつけ医クリニックも

2６件の診療を行っている。今年度は年間100名の診療を目指しているところ導

入にあたっての事業費は約4千6百万円、網走市は国のデジタル交付金を使用。

事業費の捻出が課題となるか。

４ 全国の医療MaaS導入事例の紹介

後ほど資料をご覧になり参考にされたい。
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特に能登震災の際の医療MaaSについて、説明させていただきたい。

能登地震中2台貸し出し、JMATのメンバーに活用いただいた。全壊した医院での

医療提供や待合室としても活用いただいた。災害時の活躍も医療MaaSのメリッ

トと考えている。

最後に地域の公共交通の課題、北海道は路線バスやJRの廃線が進んでいる全

ての住民に医療を提供することが困難となっている中、全ての住民に医療を提

供する選択肢の一つ、有望な選択肢の一つとして捉えていただきたい

和泉議長 皆様から御意見・御質問があれば発言をお願いする。

（質疑応答なし）

議事４ 名寄東病院の移転・建替えについて

名寄市立総合病院事 ［資料なし］

務部 佐藤参事 昭和２６年に国立療養所名寄病院として開設され、その後、昭和５０年から５６年

にかけて改築された。

しかしながら、経年劣化が著しく、雨漏りや配管等の劣化により、一部区域が使用

できないなどの状況。

また、立地上の利便性も低く耐震や防火設備も多くの懸念がある。

そのため「名寄市病院事業経営強化プラン」では、今後は、居住誘導区域への新築

移転を念頭に地域の医療体制の中であり方を十分に検討の上、必要な計画の策定に取

り組むと記載している。

既に報道でご存じかと思うが、６月１７日に開催された名寄市議会議員協議会にお

いて、市内中心部の吉田病院北側駐車場を候補地として検討を開始する旨発表した。

具体的には、地域の医療需要の変化を考慮したダウンサイジング、吉田病院の放射

線や検査といった医療リソースの共用化によるコスト削減、そして街なかに、外来機

能を有する病院を建設することで、市立病院の混雑緩和を目指すもの。

今年度、基本構想・基本計画を策定し、その中で地域の医療需要を分析した上で、

新病院の役割を明確化し、今後の施設整備を検討していく。

その過程で、適宜調整会議に諮り、地域医療構想との整合性を図っていく予定。

なお、確定した具体的なスケジュールはないが、基本構想、基本計画の策定、基本

設計、実施設計、本体工事等に要する期間として５年程度は必要と考えているところ。

和泉議長 皆様から御意見・御質問があれば発言をお願いする。

（質疑応答なし）

議事５ ＪＡ北海道厚生連美深厚生病院病棟再編計画に係る現状について

［資料４］

当院は町内唯一の医療機関、そして二次救急指定病院として、地域医療の確

保に尽力しているが、看護師不足のため、残念ながら一般病床を維持すること

が困難となった。「病床」と「救急」を維持するため、昨年度、病床機能の変

更について皆様にお諮りし、１２月２５日付けで承認を受けた。変更内容は、

一般病床４０床を療養へ機能変更するものであるが、その許可条件として「圏

域で不足する病床機能に係る医療を提供すること」が付記され、回復期の医療
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提供を求める内容であった。このことから、病床機能を変更した今年１月から

６月までの入院の状況について、説明をさせていただく。

患者数は、１日あたり平均が２０．５人から２８．５人で推移している。な

お、前１年間では１日平均２４．５人であり、大きな変化はないものと考えて

いる。患者数の最小は１６人、最大は３４人である。前１年間の最大は３２名

なので、最大数は若干増える余地があると考えている。入院及び退院した患者

数の前１年間の１カ月平均は、入院２４．４名、退院２４．８名であり、１月

は若干、入院、退院共に少ないが、それほど大きな変化はないと考えている。

平均在院日数は、前１年間で３０．４日であったが、療養となり入院日数の制

限がなくなったため、増加した月もあるが、３月は２８．６日と減少した月も

ある。入院された方は、ほとんどが美深町内の住民又は近郊の方となっている。

再掲として、回復期の機能をどの程度発揮しているのかを２点にまとめてい

る。１点目は、入院前、退院後の所在を表しており、急性期は名寄市立総合病

院、回復期は吉田病院からの受入れのほか、美深町内には老人福祉施設や障が

い者支援施設が多くあるため、施設内で具合が悪くなった方の入院受入れをし

ている。その他は、自宅からの入院である。

退院は、施設や自宅へ戻られる方のほか、死亡による看取りも多く対応してい

る。２点目は、入院時の区分を表しており、平日（時間内）、平日（時間外）、

休日の受入状況を記載している。平日（時間内）のうち転院と予約は、あらか

じめ受入準備を整えた状態で受けているもので、これは全体の２３％を占める。

それ以外は、救急車や平日及び時間外での受診で入院が必要となった方であり、

当院が病床機能の変更後も回復期機能に係る医療を提供させていただいている

ものと考えている。

まだ半年間の状況報告なるが、引き続き、限られた医師や看護師等で地域で

求められた医療を担っていくため、精一杯努力していきたいと考えている。

和泉議長 皆様から御意見・御質問があれば発言をお願いする。

（質疑応答なし）

議事６ 北海道医療計画・上川北部地域推進方針の作成について

名寄保健所 ［資料５］

成田企画主幹 （資料５－１）

道では、「北海道医療計画」に基づき、がんや脳卒中などといった疾病、救急や災

害医療、在宅医療の提供体制の構築などに取り組んできているところ。

また、この計画の中核をなす疾病・事業のそれぞれの医療連携体制については、地

域単位で保健所が市町村、医療機関、関係団体、道民とともに取り組むことが重要な

ことから、計画の趣旨に沿って、地域の実情に応じた医療連携を構築し、円滑に推進

するための方針として、二次医療圏ごとで「地域推進方針」を作成しているところ。

今年３月に策定された、新たな「北海道医療計画」では、令和２年に別冊として策

定されていた「北海道外来医療計画」が一本化され、資料Ｐ５の第８章の「外来医療

に係る医療提供の確保」として新たに追加となった。



- 9 -

これに伴い、これまで「北海道外来医療計画」に記載されていた「不足する外来医

療機能及び対応方針」についても、各圏域で作成する「地域推進方針」に記載するこ

ととなり、骨子のたたき台を参考資料として、現在、素案として作成しており、「地

域推進方針」の第３章に「必要な外来医療機能及び対応方針」として記載している。

なお、「地域推進方針」については、上川北部保健医療福祉圏域連携推進会議の難

病 専門部会や生活習慣病専門部会といった、各項目ごとにより専門部会において協

議し作成するところであるが、今回、議題として上げた「必要な外来医療機能及び対

応方針」については、道において、地域医療構想調整会議で協議を行うこととされて

いることから、本調整会議においてご協議をいただきたく、議題として上げている。

（資料５-２）

「地域推進方針」に追加する「必要な外来医療機能及び対応方針」の記載内容の案

となっている。

（Ｐ１）

「第１節 地域の外来医療の状況」については、道本庁より、各圏域共通で提供さ

れたデータを使用しており、主に２０２０年のデータで整理している。

（Ｐ２）

「第２節 地域で不足する医療機能の現状・課題」及び「第３節 地域で不足する医

療機能に対する今後の取組の方向性等」については、今年３月に本会議で協議し更新

した「地域医療構想推進シート」を元にし、「案」を作成している。主に、医師不足

及び診療所医師の高齢化の現状と課題、救急医療体制の現状と課題、在宅医療の提供

・課題などについて昨年、協議した内容を記載している。

今後の予定については、今回の本会議で協議いただいた後、意見等を踏まえて「素

案」として提示し、その後、パブリックコメントにより住民の皆様から意見を伺い、

「案」を作成した後、改めて委員の皆様へ提示する。

「地域推進方針」は上川北部保健医療福祉圏域連携推進会議へ諮り作成することな

り、９月末までに策定することとして作業を進めているところ。

委員の皆様には、この間御意見等を伺うこととなるが、御協力を賜りますようお願

いする。

和泉議長 皆様から御意見・御質問があれば発言をお願いする。

士別市立病院 小児医療に関する現況は、どの部分で触れていかれるのか。

池田経営管理部長

名寄保健所 今回は、外来医療を取り上げて承認をいただいたが、小児科医療の体制についても、

成田企画主幹 資料５－１のＰ３にあるとおり、専門部会から意見をいただき作成することとなって

いる。

和泉議長 他に皆様から御意見・御質問があれば発言をお願いする。

（質疑応答なし）

和泉議長 本日の予定されていた議事については以上ですが、

事務局から連絡事項はあれば、お願いする。

名寄保健所 次回（第２回）の調整会議につきましては、１０月頃の開催を考えているの



- 10 -

成田企画主幹 で、よろしくお願いしたい。

和泉議長 ただいまの連絡事項について、

ご質問・ご意見等はございませんか。

（意見なし）

和泉議長 無いようですので、本日の議事は以上となります。


